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１ 国内に発生する地震 3

出典:全国地震動予測地図２０２０年版（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）

●海溝型
発生周期：数十年～数百年

太平洋側
多くの海溝が３０年以内に
高確率で発災

●断層型
発生周期：数百年～数千年
それぞれ±数百年の誤差

周期誤差大のため
発生確率は
当てにならず
常に起こり得る

国内統計データ
過去２００年間
大被害の地震
●海溝型：２０年１回
●断層型：１０年１回

断層型
地震

２０２０年から３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率
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２ 南海トラフ巨大地震



広島県は震源域の範囲外

広島県 震度：最大７  
 津波：最大３．５ｍ

大竹市 震度：最大６強
 津波 第１波 ２６分後
         最大高３.４ｍ

約３時間後

２ 南海トラフ巨大地震（海溝型）

出典:広島県地震被害想定報告書（H25,10）

震源域

震度 津波

大竹

大竹
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出典：地震調査研究推進本部
H25.5.24公表「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」

過去の記録 海溝型地震
南海トラフ巨大地震の特徴

〇 過去の記録から発生時期の推定が可能
〇 複数の震源域の同時発災で巨大地震に

なる可能性
〇 広範囲に大きな地震動と大津波をもたら

し、極めて大きな被害をもたらす恐れが
ある

⇒ 広範囲のインフラ破壊
⇒ 緊急輸送物資の遅れ
⇒ 復興の遅延
⇒ 国家経済への打撃

９０年～１５０年間隔で発生
２０２４年現在

前回（1946年）から７８年経過
３０年以内の発生確率７０～８０％
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出典：内閣府ＨＰ（南海トラフ地震臨時情報が発表されたら！）

過去、東西は時間差で発生
間隔と順番にバラつき

東西に分けて２回発生
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出典：気象庁ＨＰ

南海トラフ地震臨時情報
南海トラフ地震臨時情報とは

異常現象等で発生の可能性が高まった場合 ⇒気象庁が発表するもの

監視区域内（黄色内）で
気象庁マグニチュード
６．８以上の地震発生

５～３０分後

想定震源域内（赤色内）で通常
と異なるゆっくりすべり発生

南海トラフ地震臨時情報（調査中）発表

又は

想定震源域

監視区域
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出典
気象庁

ＨＰ

調査中
観測された異常現象が南海トラフ巨大地震と関連するか調査を開
始した場合

巨大地震警戒
調査の結果、想定震源域内（下図赤枠内）で、
モーメントマグニチュード８．０以上の地震発生と評価された場合

巨大地震注意

調査の結果
監視区域内（下図黄線内）で、
モーメントマグニチュード７．０以上の地震発生と評価された場合
想定震源域内（下図赤枠内）で、
ゆっくりすべりが発生と評価された場合

調査終了 上記のいずれにも当てはまらないと評価された場合

南海トラフ地震臨時情報の区分

想定震源域

監視区域



10対応の流れ

出典：内閣府ＨＰ

巨大地震警戒

５分～３０分後

２時間後

１週間

調査中

巨大地震注意 調査終了

日頃からの地震の
備えを再確認する

日頃からの地震の
備えを再確認する

通常の生活
ただし、大規模地震の可能
性がなくなったわけではな
いことに留意津波からの避難が間

に合わない住民は事
前避難

日頃からの地震の
備えを再確認する

２週間

警戒解除＋１週間注意継続

通常の生活
ただし、大規模地震の可能
性がなくなったわけではない
ことに留意

地震発生

すぐに避難できる準備

解除

すぐに避難できる準備

通常の生活
ただし、大規模地震の可能
性がなくなったわけではない
ことに留意

解除

南海トラフ地震臨時情報



11南海トラフ
地震臨時情報 広島県が備えるべきケース

作成：大竹市危機管理課

半割れによって、東側（紀伊半島以東）に地震発生

西側（紀伊半島以西）では地震発生に備える

モーメントＭ８以上⇒巨大地震警戒

モーメントＭ７以上⇒巨大地震注意

群集心理で買いだめ加速
防災用品・食料品は物流が麻痺
⇒品薄・購入困難へ

西側に地震が来る前から
備蓄品の消耗が発生

東側
地震発生

西側
警戒・注意
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３ 安芸灘断層群・
五日市-岩国断層帯地震
（断層型）



岩国・五日市断層発災時
震度 広島県：最大６強
震度 大竹市：６強～５強

３ 安芸灘断層群・五日市-岩国断層帯地震（断層型）

出典:広島県地震被害想定報告書（H25,10）

震度

13

安芸灘
断層群

岩国-
五日市
断層帯
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地震後経過率とは・・・
最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時

間を、平均活動間隔で割った値です。最新の地震発生
時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に
達すると１．０となります。

出典:文科省 地震研究本部HP

安芸灘断層群

岩国-五日市断層帯
出典
広島気象台
HP



15・ 岩国-五日市断層帯
- 己斐断層区間（己斐断層）
- 五日市断層区間（五日市断層）
- 岩国断層区間（大竹断層、岩国断層、

小幡断層、熊毛断層、河内断層）

〇 安芸灘断層群
・ 広島湾-岩国断層帯
・ 安芸灘断層帯

大竹市周辺の断層
出典:文科省 地震研究本部HP

大竹周辺拡大図
国土地理院地図
活断層
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過去の記録

〇 発生間隔が長い（数千年間隔）
発生予測は誤差大
⇒低い発生確率でも突然発生

〇 未知の断層で大地震が発生
（1995 阪神淡路大震災、
 2024 能登半島地震）

〇 直下型の場合
Ｍ７でも震度７が発生
震源付近では緊急地震速報
が間に合わない

〇 海底で発生した場合
大津波が発生することも
（2024能登半島地震）
⇒津波到達が数分以内

断層型地震の特徴

1500

1600

1700

1800

1900

2000

2100

● 安芸・伊予（M7級 1649）
● 安芸・伊予（M7～7.4級 1686）

● 伊予西部（M7.3～7.5級 1854）
● 伊予・安芸（M7.3級 1857）
● 浜田地震（M7.1級 1872）
● 芸予地震（M7.3級 1905）
● 安芸灘（M6.2級 1945）

● 平成13年
 芸予地震（M6.4級 2001）

広島県に被害を
及ぼした地震
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４ 大竹市に予想される地震動
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安芸灘断層群南海トラフ

中山間部
 震度５強

平野部
 震度６強・６弱
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出典：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）

震度 １ ２ ３ ４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７

ＮＨＫの表現 地震 やや強い地震 強い地震



階級３以上で緊急地震速報
発表されます。

20
長周期地震動

長周期地震動とは
大きな地震で発生する「周期の
長いゆっくりとした大きな揺れ」の
ことです。

高層ビルなどで固有周波数が一
致した場合、高層階で大きな揺
れが発生します。

対象となる建物
概ね１４～１５階建以上

南海トラフの予想
広島県：階級２ ※

出典：気象庁ＨＰ

※ 長周期地震動に関する
情報検討会
平成28年度報告書（図表集）
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大竹市内 １０階建て以上のビル

１０階建 １４階建

１４階建 １３階建

１１階建

１５階建

１４階建以上凡例 １３～１０階建
画像出典：Google Earth
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５ 大竹市に予想される液状化現象
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南海トラフの場合 安芸灘断層群の場合

出典：広島県地震被害想定調査報告書Ｈ２５

大竹市の平野部
液状化の危険度

極めて高い

凡例 液状化危険度 ＰＬ値

極めて高い 30＜PL

かなり高い 15＜PL≦30

高い 5＜PL≦15

低い 0＜PL≦ 5

かなり低い PL=0

大竹市の液状化危険度

一般的に、
埋立地の液状化リスク低下＝数十年～数百年後
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大竹市沿岸部の地形分布

出典：国交省重ねるハザードマップ

旧水部
江戸時代以前は海
現在は埋立地となっている場所
地盤は軟弱
液状化リスク大

自然堤防
河川が氾濫して土砂が堆積
周囲より0.5～数メートル高い
縁辺部では液状化リスクあり

氾濫平野
洪水で運ばれた砂や泥が堆積
地盤は海岸に近いほど軟弱
地震でやや揺れやすい
液状化リスクあり
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液状化現象とは

出典：国交省HP
2011東日本大震災 1964新潟地震

埋立地のようなゆるく堆積した砂の地盤に、強い地震動が加わって起こる現象です。

液状化が起こると、建物の沈下傾斜、マンホールの浮き上がり、電柱の傾斜等が起きます。
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出典：国交省HP

液状化現象の特徴

被害例 影響

噴水・噴砂の発生
戸建て住宅の沈下・傾斜
道路面の変形
ライフライン施設の被害等

直ちに人命にかかわる被害 少ない

地震後の生活に及ぼす影響 影響大

影響期間 長期化

災害拠点の場合⇒機能喪失？

主な被害 被害事例 生活に与える影響 影響を及ぼす期間の目安

噴水・噴砂の
発生

・自転車の埋没による緊急避難の遅れ
・宅地や生活道路内に堆積した土砂の撤去
・乾いた土砂の飛散による粉塵被害

宅地や
建物の被害

・宅地地盤の沈下による上下水道管などの損傷
・住宅の機能障害（戸の開け閉めの不具合など）
や傾いた家に住み続けることによる健康被害（め
まいや吐き気など）

道路の被害
・道路の損傷に伴う緊急避難・救助活動の支障
・通行障害に伴う物流の停止
・道路の損傷による転倒や事故の発生

ライフライン施
設の被害

・上水（飲料水、洗濯水、トイレ水、風呂水など）
の供給停止による生活障害
・下水道管の破損による生活障害
（トイレ水や洗濯水などは排水できない）
・電気やガスの供給停止による生活障害

３日 １週間 １ヶ月
乾いた土砂の粉塵被害を含めると１ヶ月程度

被害の程度により長期間に及ぶ場合もある

応急復旧まで約１ヶ月

被害規模によるが長くて１ヶ月程度

液状化による代表的な被害と地震後の生活に及ぼす影響例
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６ 地震動と対策
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強い地震がもたらす被害

〇 家屋倒壊  ⇒ 人的被害

〇 屋内家具の転倒 ⇒ 人的被害

〇 火災    ⇒ 人的被害

〇 インフラ破壊

(電気・水道・ガス・電話・通信）

〇 がけ崩れ  ⇒ 交通網の遮断

 ⇒ 地震湖による土石流の恐れ

〇 堤防の破壊  ⇒ 津波・高潮の危険性増

阪神淡路大震災
多数の建物倒壊と

 家具転倒が発生
消防：救助追いつかず

 倒壊した建物火災
 で犠牲者発生

⇒ 建物の耐震化
⇒ 室内の耐震化
⇒ 住民による救助活動促進

・ 自主防災組織
（未設立17地区）

・ 防災リーダー



29建物の耐震基準

耐震基準 耐震性 補 足

旧耐震基準
1980年以前

・震度５：倒壊しない
・震度５以上：規定なし

新耐震基準
1981.6.1改正

・震度５：損傷が少ない
・震度７：崩壊・倒壊しない

余震など２度目の震度７には耐えられない場合がある

２０００年基準
2000.6.1改正

等級１
数百年に一度の地震で倒壊、崩壊等しない
数十年に一度の地震で損傷しない

1995阪神淡路大震災の教
訓を受け新耐震基準を強
化したもの
・不同沈下防止（地盤に
合わせた基礎の作成）

・接合部の固定
・耐力壁の均等化

等級２
等級１の1.25倍の地震に耐える

等級３
等級1の1.5倍の地震に耐える

２０２６年熊本地震における益城町（震度７が２回発生）における状況

倒壊した建物の割合

旧耐震基準 ２８．２％

新耐震基準 ８．７％

2000年基準 ２．２％

国交省住宅局調査結果抜粋
「熊本地震における建築物被害の原因
分析を行う委員会」報告書のポイント
https://www.mlit.go.jp/common/001155087.pdf
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木造住宅 耐震診断 補助事業

出典：大竹市ＨＰ
窓口：都市計画課
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木造住宅 耐震化促進 支援事業

出典：大竹市ＨＰ
窓口：都市計画課



32室内の耐震化

ベッド

額縁や壁掛 時計などはベッド近く
の壁や天井に取り付けない。
タンスなど重量物が倒れても負傷
しない方向に設置

キャスター
付家具

キャスターのロック
着脱式ベルトで壁につなげる

タンス類

転倒しても避難経路（ドア）をふさ
がない置き方
 Ｌ型金具や突っ張り棒で壁や天井
に固定

つり下式照明 チェーンで揺れ防止対策

テレビ 
に着脱式移動防止ベルトなどで固
定。台はＬ型 金具で壁に固定し、脚
に粘着マットなどの滑り止め

電子レンジ
粘着マットやストラップ式の器具で
台に固定し、台もＬ 型金具で壁に
固定

テーブル・イス 脚に粘着マットなどの滑り止め

食器棚
転倒しても避難経路をふさがない
置き方をし、壁に固定、ガラスには
飛散防止フィルム

冷蔵庫
避難の障害にならない場所に設置
し、ベルト式器具などで壁と結ぶ。 
上に落下しやすい物をのせない出展：東京防災ポータル

負傷しない
逃げ遅れない

ベッド周辺に常備
・ 懐中電灯（暗闇で安全に行動できる）
・ 靴やスリッパ

（避難時にガラスの破片等で負傷しない）
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７ マグニチュードとは
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マグニチュード

マグニ
チュード

呼称 実例 （ ）：マグニチュード

９～ 超巨大地震 （9.0）2011東日本大震災

８～ 巨大地震 （8.0）2003十勝沖地震

７～ 大地震 （7.9）1923関東大震災
（7.8）1993北海道南西沖地震
（7.6）2024能登半島地震
（7.3）2016熊本地震
（7.3）2000鳥取県西部地震
（7.3）1995阪神淡路大震災

７未満 地震 （6.7）2018北海道胆振東部地震
（6.7）2001芸予地震

３２倍１
マグニチュード１増加

エネルギー約３２倍

マグニチュードは
震源エネルギーの強さで
一般的に「Ｍ」で表示

検出方法の違いにより
Ｍw（モーメントマグニチュード）
Ｍｊ（日本気象庁マグニチュード）
など複数の基準が混在

一般的に
大津波が発生するためには
マグニチュード６．５以上の
エネルギーが必要と言われてい
ます。

震源の近くでは、
マグニチュード７でも大きな被害
が発生します。
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震度とマグニチュードの違い

震 度 ：家屋などが受ける揺れの強さ
マグニチュード：震源におけるエネルギーの強さ

出典：国交省四国整備局HP
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８ 大竹市に予想される津波



37堤防が機能する場合 堤防が機能しない場合津波浸水想定
（南海トラフ）

出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）
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南海トラフ

震源が湾内の場合
津波可能性あり
（到達５分以内）

大竹市への
影響不明

最大波
３．４ｍ

第１波到達
２６分後

出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）

安芸灘断層群
五日市-岩国断層帯

津波
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津 波

呼称 波高
（気象庁）

防災気象情報

（大竹市）

避難情報 対象地区

大津波 ３ｍ以上 大津波警報

避難指示

陸上部の
浸水想定区域

津波

１ｍ以上 津波警報

20cm以上 津波注意報
堤防より海側の区域
岸壁周辺・港内の船舶

強い地震が発生すると
・ 夜間や休日に場合、職員の参集に時間を要する可能性
・ 防災無線・防災メール関連機材に故障が発生する可能性があります。

⇒このため
① 避難指示が迅速に発令できない場合があります。
② 指定緊急避難場所に行っても、閉まっている可能性があります。
③ 広島県に津波警報・大津波警報が発表された場合は、

市の避難指示を待たずに、自発的に高台などへ避難しましょう。
④ 津波注意報の場合は、速やかに海と河口付近の川から離れましょう。
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（大）津波警報・注意報の予報区分

広島県は
単一の予報区

として発表

出典：気象庁ＨＰ



41津波の特性

出典：気象庁ＨＰ

・ 沿岸に近づき水深が浅くなるにつれ、急激に高くなります。
・ 津波の伝播速度は非常に速く、見てから逃げるのでは間に合いません。
・ 周辺の地形により反射や屈折を経て繰り返し襲ってきます。後から来る

津波の方が高くなることもあります。
・ 津波の力は非常に強く、高さが30cm 程度の津波であっても立っていら

れず、流されてしまいます。
・ 津波は「引き」から始まるとは限りません。“潮が引いたら逃げればよ

い” というのは大きな間違いです。
・ 沿岸の地形の影響などにより、局所的に高くなることもあります。
・ 潮位変化が始まってから最大波が観測されるまで数時間以上かかるこ

ともあります。
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出典：気象庁ＨＰ

津波高（ḿ） １ ２  ３ ４ ８ １６

木造家屋 部分的破壊 全面破壊

石造家屋 持ちこたえる 全面破壊

鉄筋コンクリート 持ちこたえる 全面破壊

2011東日本大震災
木造家屋 １．５ⅿの津波：多数流出

車  ５０ｃｍの津波：渋滞中の車が多数流出
人  ３０ｃｍの津波：転倒・流された

津波の破壊力

津波 波浪

巨大な運動エネルギーにより
大きな破壊を引き起こす
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出典：気象庁ＨＰ

津波用語の定義

浸水域（浸水深）

津波の高さ
浸水深 浸水高 遡上高

平常潮位：津波がない状態の海面の高さ

検問所における津波の高さと浸水深、浸水高、遡上高の関係
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出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）

緊急地震速報

緊急地震速報とは
震源近くの観測点で地震波（P波）を検知して震源の場所や地震の規模を速やかに
推定し、各地の揺れの強さや到着時刻を予測して、強い揺れ（主要動、S波）が到達
することをその到達前に伝達するものです。

区 分 発表条件

発表基準 震度５弱以上を予想した場合 又は 長周期振動階級３以上を予想した場合

伝達地域 震度４以上を予想した地域  又は 長周期振動階級３以上を予想した地域



45

９ インフラの復旧



46ライフライン復旧までの日数（web情報からの抽出）

区分
災害 復旧日数

年 名称 電気 水道 ＬＰガス 都市ガス

地震
震度７

1995
阪神淡路
大震災

1週間 3ヶ月 ３ヶ月

2011
東日本
大震災

1週間 4ヶ月 １ヶ月 ２ヶ月

2016 熊本地震 １週間 １週間
自動遮断
のみ発生

供給途絶なし
２週間

2018
北海道

胆振地震
２日 ３日 被害なし

風
水害

2018
平成30年
７月豪雨

（西日本豪雨）
1週間 3週間 ５日

復旧日数：９割以上（概ね）復旧までの日数

作成：大竹市危機管理課大竹市 ガス:ＬＰ⇒復旧早い
水道：古い配管の破損⇒大規模断水の可能性
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１０ 備蓄品

詳しくは「備蓄編」をご覧ください。
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目標日数
従来の
考え方

大規模災害
広範囲に影響する

大規模災害

災 害

局地的な災害 阪神淡路大震災
東日本大震災・熊本地震
平成30年７月豪雨
令和６年能登半島地震
五日市岩国断層帯地震
安芸灘断層群地震
南海トラフ巨大地震
（半割れの場合）

南海トラフ巨大地震
（東西が同時期に発災し
た場合）

備蓄３日分

応援物資
供給体制 備蓄 １週間分

応援物資
供給体制 備蓄 ２週間分

応援物資
供給体制

発災０日

３日

１週間

２週間

備蓄目標日数
行政が準備できる備蓄品には限界があります。
自分の命を自分で守るために、 備蓄品は、自分で用意しましょう。

物流が飽和し長時間
を要するとの指摘あり

実際は
３日以上

作成：大竹市危機管理課

従来 最低３日 できれば１週間
今後 最低１週間 目標２週間が望ましい
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備蓄の優先順位

頻度 ３～４時間１回
回数 １日５回程度

我慢すると
・・・膀胱炎など

健康被害

飲料水（身体の必要量）
・・・健康維持１日２Ⅼ

 一般的に１日３Ⅼ

我慢すると
・・・脱水症など

健康被害

生活用水
生活のためには
更に水が必要

健康維持 １日３食

食事抜き
・・・精神的に

２４時間が限度

食べずにいると
・・・様々な

 健康被害に

作成：大竹市危機管理課

トイレ 水 食料 電力
情報 スマホ

 ラジオ
照明 LEDランタン

 懐中電灯

より安全・円滑な
避難生活には
最低限の
電力が必要
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スマホ用の
モバイル・バッテリー

その他必要になるもの



51

１１ 避難行動
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出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）

地震発生後の（一般的な）避難行動例
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出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）

地震発生後の（一般的な）避難行動例
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１ 想定にとらわれるな

２ 最善をつくせ

３ 率先避難者たれ

津波避難の三原則
ハザードマップ通りの

津波はない
想定より早く来るかも

より高く、より遠くへ逃げろ
建物より高台を目指せ

あなたの避難行動が
周りを感化する

基本は津波てんでんこ出展：群馬大学大学院 片田敏孝教授（釜石の出来事）

東日本大震災の教訓

１ 原則・徒歩避難(車危険)

２ 津波は川を遡上する

（川からも離れよ）

仙台市・閖上地区
（車渋滞中に津波襲来）

石巻市・大川小学校
（河口上流５㎞に津波襲来）

収集整理：大竹市危機管理課



552011東日本大震災
渋滞中に津波襲来

日本テレビ NEWS ZERO (YOUTUBE公開動画)
https://www.youtube.com/watch?v=oBzwEIEeyr4



562024能登半島地震 車を捨てて徒歩避難したデイケアサービス

朝日放送 ANNnewsCH (YOUTUBE公開動画)
https://www.youtube.com/watch?v=wRhEQ5osBUc&t=535s

再生位置0分20秒～7分48秒
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出展：大竹市地震ハザードマップ（２０１４年３月発行）
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揺れの方向（水平）

２種類の地震波

震源

Ｐ波

揺れの方向
（垂直）

Ｓ
波 Ｐ波の揺れ方向の

どちらか一方が震源

Ｐ波 秒速約８㎞（早い）
Ｓ波 秒速約４㎞（遅い）

Ｐ波が到着
Ｓ波が到着

初期微動継続時間
（Ｓ－Ｐ時間）

Ｓ－Ｐ時間（秒）に８を掛ければ、震源まで
のおよその距離（ｋｍ）判明

Ｓ－Ｐ時間（秒）×８＝震源までの距離（ｋｍ）

発見者：大森房吉（1868～1923）

東京帝国大学 地震学教授

大森公式



59大森公式の応用 S-P時間＋Ｐ波方向による震源域の推定

S-P
時間

距離

km

1 秒 8

5 秒 40

10 秒 80

15 秒 120

20 秒 160

25 秒 200

30 秒 240

35 秒 280

40 秒 320

45 秒 360

50 秒 400

55 秒 440

60 秒 480

S-P時間 ５秒以内
         
P波方向 東～南

大きな揺れを体感

安芸灘断層群の津波に配慮
第１波到達5分以内

ただちに
・海岸から離れる
・河口近くの河川から離れる

S-P時間 １０秒以上
         
P波方向 南東～南西

大きな揺れを体感

南海トラフの津波から避難
第１波到達26分後

・海岸から離れる
・河口近くの河川から離れる

作成：大竹市危機管理課



概要 地域の防災対策の推進及び防災意識の普及を行い、
自主防災組織の育成・活性化を図るために
市が育成し個々に認定するもの

活動 ・ 防災知識・技能の習得及び普及活動
・ 防災の啓発活動
・ 避難所の運営支援

60
住民による救助活動促進

自主防災組織

地域防災リーダー

概要 避難の呼びかけ・誘導、救出・救助、初期消火、避難所
の運営などを行うために自主的に結成されたもの

構成例 ・ 自治会単位の組織
・ 複数の自治会による連合組織
・ 自治会と関連しない住民の組織

作成：大竹市危機管理課
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